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研究成果の概要（和文）：本研究では、政党政治の機能不全、リベラル・デモクラシーの危機について、労働政
治という観点から、調査分析が行われた。各国でデモクラシーと資本主義の相互作用によって形成されてきた福
祉国家は今日危機に陥っており、その危機の大きな兆候が標準的雇用関係から外れる不安定労働（雇用）の増加
である。本研究は、このような不安定な雇用労働者を社会的に包摂するために、脱商品の機会と政治参加の機会
を改善することの重要性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　This study examines the dysfunction of party politics and the crisis of 
liberal democracy from the perspective of labor politics. The welfare states formed through 
interactions of democracy and capitalism are at a stalemate. One of the major symptoms indicating 
the problem  is the increased number of precarious workers excluded from normal employment 
standards. To promote their social inclusion, this study stresses the importance of improving the 
generosity of de-commodification  as well as promoting the opportunity of political participation. 

研究分野： 政治学

キーワード： リベラル・デモクラシー　不安定労働　労働政治

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
ポピュリズムなどの台頭で民主主義の危機が喧伝される昨今、組織労働（労働組合）と民主主義の関係は、やや
もすると軽視される。しかしながら、増加する不安定な雇用労働への対応という点で組織労働の果たすべき役割
は大きい。本研究では、そのような問題が、特定の階層だけのものではなく、政治参加への機会の欠如と経済的
不平等の拡大という政治経済体制全体に関わる問題であり、迅速かつ効果的な対応が必要であることを示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

20 世紀デモクラシーは、「階級闘争の制度化」（R.ダーレンドルフ）、「民主的階級闘争」

（Ｓ. M. リプセット）といわれるように、資本主義経済における労使対立・紛争を政治

の場に移行させ、それによって階級闘争を体制破壊的なものから、ルールに従った体制

内的なものへと変えた。したがって 20 世紀デモクラシーの分析において、労働者がど

のように組織化され、労働組合（組織労働）が政党や政策にいかなる影響を与えている

のかを研究すること、すなわち労働（階級）政治研究が政治学、とりわけ比較政治経済

学、福祉国家研究において、重要な課題になる。 

労働政治、福祉国家研究で広く用いられてきた分析枠組は、W.コルピ、G．エスピン

グ－アンダーセン等が提唱した権力資源動員論、K.セーレン、B.ロツスタイン等が牽引

する歴史的制度論といわれるものであった。前者は、組織労働の政治的影響力を、組合

組織率、労働内関係や労使関係の集権化の程度や戦略、政党・政府関係から測定し、そ

れが民主主義政治を通じて福祉国家発展に大きく貢献したことを明らかにした。他方、

後者は、権力資源動員が行われる制度的条件の重要性を指摘し、制度の経路依存性から

福祉国家の粘着性（急激な変化の困難性）を説明した。 

福祉国家、すなわち「労働力の脱商品化」（G．エスピング－アンダーセン）にかかわ

る政治を、ここでは「旧い労働政治」と呼ぶ。「旧い労働政治」パラダイムは、1970 年

代以降、経済の中心が製造業からサービス産業、情報産業へと移行し、雇用が多様化し、

1980 年代後半からグローバル化が本格化するにつれ、労働組合の求心力が弱まった結

果、うまく機能しなくなり、それに伴い既存の政治制度（代表制や政党政治）への不信

感が高まり、デモクラシーの危機といわれる状態が生まれることになった。 

 「旧い労働政治」の揺らぎは、端的に労働組合の組織率低下、友党（社会民主党や労

働党など）への政治的影響力の低下として表れる。このことが、左派政党の「第三の道」

（もしくは「新中道」）路線への転換を準備した。「旧い労働政治」の衰退、「第三の道」

に関する研究は数多く存在するが、ポスト「第三の道」については、包括的な比較研究

がほとんど行われていない。「旧い労働政治」の衰退によって、労働政治そのものへの

関心が急速に低下していったためである。 

しかし 21 世紀に入って、貧困や移民問題の深刻化、過激な右派ポピュリズムの台頭

によって社会的亀裂が深刻化するなかで、かつて組織労働が果たしてきた社会的統合機

能、経済的政治的役割を見直す動きが生まれ、労働政治への関心が再び高まりつつある。

そこで本研究では、組織労働の再活性化戦略と政治的行動（とりわけ、いかに政党との

関係を再構築しようとしているのか）について、従来異なる福祉国家政策を展開してき

た国々を対象として比較研究を行い、組織労働が 21 世紀デモクラシーにおいて果たし

うる役割を明らかにする。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は、大きくわけて二つある。第一の目的は、各国で展開されている組織

労働の再生戦略を明らかにすることである。注目する戦略は、以下の三つである。①社

会運動ユニオニズム。環境保全やマイノリティの権利保護などを求める新しい社会運動

と連携し、従来の賃金や再分配中心の「旧い労働政治」パラダイムを克服しようという



のが、社会運動ユニオニズムである。このような労働運動は、南アフリカや南米、先進

国のなかでは北米などの組織労働が比較的弱い国々でまず登場したが、今日他の先進諸

国にも広がっている。②「不安定（precarious）労働政治」。これは、従来の正規労働者

中心の組織化を越え、移民労働者や非正規労働者を含む周辺部労働者の取り組む戦略で

あり、労働組合は既得権益を守る組織であるという「旧い労働政治」への批判をかわし、

新たな労働者の団結を促進しようとするものである。こうした動きは、欧米はもとより、

世界各地で広まっている。③社会投資戦略。これは主にヨーロッパにおいて政府レベル

で提唱されているものであるが、技能習得や就労可能性の拡大戦略において組織労働が

いかなる位置を占めるのかは、新たな労使和解の可能性を大きく左右する要因として注

目される。 

本研究の第二の目的は、今日の労組の政治的影響力の程度を明らかにすることである。

そのために、まず組織労働―政党間関係の変化に着目する。とりわけ選挙協力や政党候

補者選定への関与の度合いを考察する。第二に、労働立法（とりわけ多くの国で行われ

た労働市場規制緩和）への組織労働の対応を検討する。第三に、今日先進諸国で大きな

流れとなっているポピュリズムと労組の関係を明らかにする。ポピュリズム台頭の大き

な原因の一つに「旧い労働政治」の綻びがあると考えられるため、組織労働のポピュリ

ズムへの対応を明らかにすることは、労組の再生戦略にとどまらず、今後の政党政治、

デモクラシーのあり方を理解する鍵となる。 
 
３．研究の方法 

マクロなデータの収集・整理・分析、そして国内の組合や研究所から情報通や専門家

を招き、現下の労働組合の戦略と政治活動について知見を深める。それによって、当初

の作業仮説と研究の方向性を確定する。そのほか、準備状況に応じて、順次、海外調査

を実施する。各国の研究者や主要労組幹部等への面接調査、活動報告書等の資料収集が

主たる目的となるが、各国の事情や課題に応じて、随時調査項目を追加する。その上で、

各人の研究についての中間報告と海外調査の継続が主たる活動内容となる。これらの研

究成果の検討によって明らかになった不十分な点の追加調査を行うほか、国際会議を開

催し、研究発表を行う。 
 
４．研究成果 

「旧い労働政治」が大きな規定力をもたなかった国々では、新しい労働政治構築に向

けた柔軟かつ迅速な動きが可能であり、これに対して「旧い労働政治」が支配的であっ

た国々では、既存の枠組の規定力故に経済や社会の新しい動向への対応がより困難であ

った。こうした違いは、組織労働の戦略や政労関係の再構築に大きな影響を与えている

ことが確認できた。したがって組織労働の役割と効力は、経路依存的なものである。 

しかし今日のような危機的状況（たとえばグローバル化や社会的亀裂の深刻化）にお

いては、制度が流動化し、従来とは異なる新たな選択肢が生まれる歴史的分岐点が出現

している。たとえば日韓において類似の問題状況が認められるものの、異なる政策選択

がなされている。そこでは、危機的状況に対する政策アイディアや戦略が大きな役割を

果たしている。制度の規定力とアクターのアイディア・戦略の相互作用のなかに、各国

の労働政治のダイナミズムの違いを見出すことができる。 
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